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EWS強化における優先事項
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災害リスクの理
解・モニタリング

警戒レベル及び発
令基準の設定

早期減災アクション
の計画・実施

災害リスク
ハザード 脆弱性 (暴露含む)

減災能力

X=
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マルチハザード早期警戒システム
（MHEWS）をもつ国は

世界の半数程度

↓
課題１：予警報の為の基本的な
データ取得およびリスクの伝達
課題２：効果的な減災アクション
の選定および実施



日本の警戒レベル分け

https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinanjouhou/r3_hinanjouhou_guideline/pdf/hinan_guidelin
e.pdf

注意報と
警報の境
目、警戒
レベルの
２と３の
間が日本
における
Trigger
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https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinanjouhou/r3_hinanjouhou_guideline/pdf/hinan_guideline.pdf


国内でのＥＷＳに関する調査（2023）

• 文献調査

• 行政（町長や課長など）、社協、市議会議員、

• NPO、被災者などへのインタビュー

- CWS Japanが倉敷市真備にて（2018西日本豪雨）

- 創価学会インタナショナルが以下にて

宮城県丸森町（2019年豪雨災害）

熊本県人吉市（2020年豪雨災害）

• 問題意識として、「なぜ逃げない人がいるのか？」

「警報は行き届いていたのか？」など

調査手法
2022年、グテレス事務総長が、
「すべての人に早期警報システムを」イニシアチブ発表

画像引用元：https://wmo.int/content/early-warnings-all

人吉市での聞き取り（2023）

• 災害警報に関するルールが年々変化している。
• 地震については警報での対処には限界がある。
• 関係者の記憶も変化していく。
→近年の大規模水害にしぼって実施

https://wmo.int/content/early-warnings-all


日本の取り組みや見えてきた課題
取り組み 課題

災害リスクの把握と、それを踏まえたハ
ザードマップの作成と普及

地域レベルで十分に理解・活用されていない。

水位計など観測機器の設置と普及、防災無
線やエリアメール、各種情報サイトの充実

高齢者、様々な障がい者、引きこもりの人、外国籍の人々などには、避
難情報が十分に届いていない。

超高齢社会の中、要支援者名簿やそのよう
な人々への支援計画の作成が進行中

災害危険地域にも高齢者の介護施設やグループホームなどが存在。その
居住者は町内会等の名簿に入っていないことがあり、特に夜間などにケ
ア・ワーカーを配置できない、地域との連携体制ができていないなどの
課題がある。

災害対策基本法をベースに、自治体の業務
として「防災」が確立

頻繁な人事異動もあり、男女共同参画部署や社会福祉部署などとの連携
が不十分なことが多い。
またそうした方針を統括する防災会議については、依然として女性比率
が低い。地方の防災会議における女性の割合は約16％（2021年）。

消防団など自主防災組織の整備 地域の高齢化、過疎化などにより、そうした組織も存続が困難なケース
がある。

学校、職場、地域など様々な単位での避難
訓練の実施

障がい者や外国籍の人々など、「誰ひとり取り残さない」ような避難訓
練にはなっていない。

避難所の環境改善の進展や福祉避難所の増
大

トイレや就寝環境、配給食、また生活不活発病（廃用症候群）への不安
などの理由から、避難所への避難をためらう意見が少なくない。また福
祉避難所は、妊産婦向けにも増大の必要がある。
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国内における提言
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国際協力における提言
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https://d-keikai.pref.kyoto.jp/help/keikaijoho.html

15



ケーススタディ：インドネシア
東ヌサ・トゥンガラ州マラカ県

• 気候変動の影響は、災害の激化を含め、インド
ネシアのほぼ全域で発生しており、東ヌサ・
トゥンガラ州マラカ県ではほぼ毎年洪水が発生
している。

• コミュニティ・行政・非政府組織（NGO）・企
業等、ステークホルダーが一丸となり、気候変
動関連リスクの対策に取り組む必要があるが、
それぞれがバラバラに計画を立てており、効果
的な連携が生まれていない。

• 効果的な気候変動関連リスク対策の為の災害リ
スクガバナンスの強化、災害レジリエンス向上
に向けた関係者間の協力による災害リスク管理、
災害リスク軽減の改善、効果的な災害対応のた
めの能力強化が重要。
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目指す成果 指標 備考

災害に強い社会を実現す
るためのステークホル
ダー間の連携が強化され
る

洪水/気候変動リスクに起因する被災コミュ
ニティの損害または損失の軽減を防ぐ活動が
県レベルの開発計画に反映される。

地域の災害リスク削減が常に開発計画に反映され、関係
機関の協力の下実施され減災効果を持続的に生み出す事
を本事業で解決する重要課題と捉えており、開発計画へ
どれだけ反映されたかを測る。

地域の中期防災・減災計
画の策定を行い、流域の
災害警戒体制が構築され
る

マラカ県で災害対応・防災・減災活動に係る
村の枠を超えた広域の協働事例が新たに増え
る。

地域の災害リスク及び被災想定、地域レベルの中期防災
計画やエリアタイムラインにおける防災組織（行政機関、
コミュニティ、CSO、教育機関、民間企業等）の連携事例
や村落開発に防災インフラが取り入れられる等を想定。

インドネシア政府の「災害に強い村」施策に
おいて、対象村がMadia（中級）カテゴリー
に認定される。

複数年の防災・減災力向上事業の後、対象村をMadia（中
級）カテゴリーに上げる。現時点において、対象村はど
のカテゴリーも有していない。

コミュニティにおける災
害管理能力が強化される

コミュニティが主導する防災・減災活動が新
たに増える。

災害発生時の早期避難、避難経路の確認や整備、避難時
の衛生促進等を含む災害対応シナリオに基づく防災訓練
等を想定。
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浮かび上がっている技術支援のニーズ

• 堤防の改善：越水リスクが高い
箇所が放置されている。

• 早期警報システムの強化：水位
観測が早期警報に結び付いてい
ない。

• デジタルマッピングによる危険
区域の特定：村単位のハザード
マップが作成されていない。

• とは言え、インドネシアの他地
域では既に河川モニタリングシ
ステムが導入されている所もあ
るので、既存の仕組みを拡大さ
せていけるかが焦点。 18



考察
• 「リスクを知る」ことが減災行動の基礎となり、効果的なEWS強化に繋がる。

• その上で、「リスクが最高潮に達する前」に減災アクションを取る事を奨励・計画する。
• それぞれの市町村の開発・運営課題と位置づけ、予算組みをし、コミュニティ主体の
減災アクションを奨励する。

• 日本が取り組む防災・減災とAnticipatory Actionの相関性が非常に高く、リスク
の分析、リスクのモニタリング、発令基準の設定、住民の早期避難行動の周知など、
優れている分野も多い。

• 開発途上国においては、現地主体の減災アクションに技術や資機材、資金を組み合
わせて、現地主導のソリューションを作り上げる事で促進が期待できる。

• 衛星によるデータ（DEM, MNWI, SAVI等）は既にハザードマップや被害想定等に
広く活用されており、今後も積極的利用が期待される。

• どんな技術支援も、「現地化」をどれだけ実現できるかが求められている。
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１．活動案
❶EWSサービス運用に向けたニーズや課題の共有、試験運用時のフィードバック
集約
一部地域において、現地の市民社会団体の協力を得て、平時・災害時の現地の

ニーズや課題について、特に「声を発しにくい人々」からも聞き取り。試験運用
時含め適宜フィードバックを集約。

❷地域住民へのEWS活用と意識啓発のためのワークショップ実施
市民社会における理解促進のため、EWS協議会参加企業などと現地団体とが協

働して、地域住民への意識啓発活動（研修、ワークショップなど）を実施。

❸ニーズや課題に配慮したEWS導入のためのチェックリスト策定
市民の防災・避難意識の向上、平時からの要支援者の把握、避難経路の設定な

ど、同時並行的に検討・推進すべき項目を、現地団体と議論、精査し、行政や企
業が活用できるチェックリスト（もしくはガイドライン）を作成。

２．資金提供元の案
・グローバルサウス未来志向型共創等事業費補助金
・JICA民間連携の中のビジネス化実証事業
・各種財団によるアジア太平洋地域での活動助成金

NGOとの協働の案 「新しい価値の協創」

「シビル・エンジニアリングの実現」へ


